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趣旨
4月30日成立した令和2年度第一次補正予算に続き、6月12日に成立した第二次補正予算
案でも、NPO関連で様々な支援策が盛り込まれています。

その中でも、都道府県・市町村へ第一次補正予算で1兆円、第二次補正予算で２兆円が追
加交付され、各自治体が地域の状況に応じて、必要な事業を実施できるのが「新型コロナウ
イルス感染症対応地方創生臨時交付金」です。

この臨時交付金については政府から直接、NPO法人等に支給されるものではありませんが
、活用モデル事業が例示されている「事例集」では、NPO側の要望を受けて、NPO法人等が
活用できるような事業も多数掲載されています。第一次補正予算分は「休業/感染拡大防止
協力金」等への充当が中心でしたが、第二次補正分では、NPO法人等を含む「事業継続」や
「新しい生活様式」等対応への充当が期待されています。

一方で、こうした交付金の内容や活用イメージ、先進事例等については、まだ十分に共有さ
れていません。

そこで、シーズでは５月１５日に開催して大好評だった第１回に続き、より一層の臨時交付金
活用に向けて、内閣府 地方創生推進事務局にご協力いただき、第２回説明会を緊急開催
することといたしました。第一次補正分で各自治体の実施計画に盛り込まれた内容等も踏ま
え、第二次補正分を中心に、最新の情報をご紹介いただきます。関心のある自治体・NPO・
中間支援組織等の皆様、ぜひご参加ください！



関連資料等

※【内閣府】「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」～脱
コロナに向けた協生支援金～

⇒ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/rinjikoufukin/index.html

要綱・交付上限額・事例集・6/25自治体向け説明会動画等が掲載されて
います。事前に「活用事例集」や「地方創生臨時交付金の活用が可能な
事業（例）」を一通りご覧いただいてから参加されると、より効果的です。

「地方創生臨時交付金の活用が可能な事業（例）」

NPO等への直接的な支援を含む、事業継続（家賃支援含む）や雇用維持
等の事業／「新しい生活様式」を踏まえた地域経済活性化等の事業が
100弱、紹介されています。

⇒ 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/rinjikoufukin/pdf/20200624_jigyou.
pdf



シーズ 新型コロナ対応 NPO等支援要望（第三次）

●「新型コロナ地方創生臨時交付金」の大胆な増額

令和２年度第一次補正予算で都道府県・市町村に計１兆円交付される「新型コ
ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」については、NPO側の要望を受
けて、活用モデル事業が例示されている「事例集」では、NPO法人等が活用でき
るような事業も多数掲載していただいた。ご尽力に心から感謝申し上げたい。現
場のNPO法人等からの関心も非常に高く、期待が高まっている。活用にあたって
は、「寄付型」や「小規模・草の根活動型」のNPO法人等への支援について、重
点的な支援をお願いしたい。

一方で、今回の第一次補正予算による交付だけでは、大幅に不足することは明
らかであり、交付金ほぼ全額を「感染防止協力金」等に充当せざるを得ない自治
体も多い。こうした自治体では臨時交付金を活用したNPO法人等による、きめ細
やかな支援等に資金を充当できず、地域の新型コロナ対応支援も大幅に停滞・
遅延する恐れが高い。

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」については、第二次補
正予算等による数兆円規模の大胆な増額と、迅速な自治体への交付が不可欠
であり、強く要望したい。また、活用事例集やオンライン説明会等を用いて、各
自治体やNPO等への一層の周知・広報をお願いしたい。



内容、流れ ★円滑な会議進行にご協力下さい！！

【日時】2020年7月15日（金）14時～15時 【方法】オンライン開催（zoom）

★オーディオ（音声）・ビデオ（映像）は全員「ミュート」でお願いします。

★質問・意見等は「チャット」にお願いします。こちらで拾ってお聞きします
【内容】※前半部分は後日、音声等で共有予定です。

・趣旨説明・流れ・注意点など：シーズ 代表 関口

・「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の概要・活用事
例（NPO関係）の紹介
内閣府 地方創生推進事務局 参事官 得田 啓史様

内閣府 地方創生推進事務局 土屋 素樹様
・参加者との質疑応答、意見交換

【対象】臨時交付金やその活用に関心のある自治体・NPO関係者等
【主催】認定NPO法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会
【終了後 15時より開催】地域未来構想20オープンラボ Web説明会
７月15日（水）15：00～16：00 （専門家） ※NPO等も対象、無料
⇒ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/miraikousou20_openlabo/index.
html

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/miraikousou20_openlabo/index.html


今回の臨時交付金の特徴

 「新型コロナ対応」に必要な自治体の財源を国が計
１＋２兆円交付、自治体は実施計画に基づいて使用

各自治体が地域の状況に応じて、様々な事業に充
当可能（ハード事業等への充当も可）

各自治体が自由な発想で活用できるが、参考として
例示されている国の事例集でもNPO等が活用できる
事業例が多数掲載

二次補正で２兆円追加、ここからがNPO等の出番か



国/都道府県/市区町村の３層支援（仮）：調査中
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国 【日本政府】全国一律、統一基準、
・持続化給付金/家賃支援給付金
・雇用調整助成金/緊急雇用安定助成金/小学校休業等対応助成金
・持続化補助金（一般/台風被災地/コロナ）、IT導入補助、もの補助
・休眠預金活用（一般/コロナ枠）
・【各分野】GoToキャンペーン、文化/スポーツ事業継続支援、など
・新型コロナ地方創生臨時交付金（各自治体へ）
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【東京都】※支援策豊富、NPO等も対象多い
・感染拡大防止協力金
・事業継続緊急対策(テレワーク)助成金
・ソーシャルビジネス支援
・感染拡大予防ガイドライン等による取組支援
・クラウドファンディング 事業資金調達応援
・制度融資（利子補給・保証料補助等）
（・事業報告書期限延長）
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NPO等が活用するために「国→自治体→NPO・市民」

企画
• 本説明会や事例集等も参考に、事業案を検討・企画

提案
• 地元の自治体等に事業案を提案・相談

申請

• 地元の自治体等が国に事業案を盛り込んだ実施計画を
国に申請、国が承認

実施

• 地元の自治体等が実施計画に基づいて、当該事業を実
施
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【ご説明】

・「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金」の概要・活用事例（NPO関係）の紹介
内閣府 地方創生推進事務局 参事官 得田 啓史様

内閣府 地方創生推進事務局 土屋 素樹様

・参加者との質疑応答、意見交換

⇒開催後、アンケートへのご協力をよろしくお願い申し
上げます。


